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1.　はじめに注 1
　近年，消費者の情報化が企業に与える影
響は大きくなりつつある．消費者の情報化
とは，｢消費者が，様々な情報通信機器を
使い，いつでも，どこでも，インターネッ
トに接続し，情報の受発信を行い，消費す
ることをいう［1］｣．このことは，スマー
トフォンの普及により世界的に普及してい
る現象である．
　その一方で実務家を中心に IoT が注目
されている．IoT（Internet of Things）と
は，｢インターネットを通じて，クラウド
上のアプリケーションを IoT 対応機器メー
カがあらかじめ用意した API（Application 
Programming Interface）を用いて情報通
信機器の制御や計測を行うこと｣である（戸
倉，金森ほか（2016）［2］, 金森 , 柳田（2017）
ほか［3］）．
　一般的に IoT は，わが国では ｢モノのイ
ンターネット｣ と呼ばれる．その所以は，
インターネットを経由して機器同士が自律
的にデータ通信し，それらを制御できるこ
とにあるからである．そのため従来，人が
行っていた作業をシステムに半自動的に行
わせることが容易になる．このことは，昨
今の企業経営において注目を浴びている事
象である（戸倉，金森ほか（2016）［4］,
金森 , 柳田（2017）ほか［5］）．そのため，
消費者の情報化を企業が取り込むために
は，IoT への取り組みは不可避となりつつ
ある．
　IoT が進展する以前であれば，モノから
の情報の取得やモノの制御は極めて難し
かった．IoT は，経営資源のヒト ･ モノ ･
カネ ･ 情報をインターネットによって結び
つけることを可能にし，企業の外部環境に
存在する消費者のあらゆる状態も随時補足
しやすくなることを意味する．つまり，現
実のリアルな世界とネットの世界を融合さ
せはじめようとしている．
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　こうした状況は，消費者が情報化す
る こ と で 起 こ る O2O（Online to Offline 
/ Offline to Online） や オ ム ニ チ ャ ネ ル
（Omni-Channel）といった戦略にみてとれ
るように小売業，サービス業，物流業といっ
た流通業界で注目されている．つまり，こ
れらの業界は，リアルとネットを融合させ
たサービスのイノベーションを実現させよ
うとするという意図をみてとれる．とりわ
け，小売業，サービス業，物流業といった
流通業界では，ヒトの関与の比率が極めて
高い．また，消費者というコントロールし
にくい要素も含んでいるため IoT によるビ
ジネスのシステム化は，期待されるところ
である．
　しかし，消費者の情報化への対応として
行っている O2O やオムニチャネルという
戦略は，消費者との関係構築という狙いが
強く，消費者の環境要因を取り込み経営シ
ステムにおけるビジネス ･ プロセスの外延
的な拡張が必要であるという認識は，あま
りなされていなかった．
　そのため，本稿では消費者の情報化が一
層進み，リアルな世界とネットの世界が融
合していくことを前提に企業のサービス ･
イノベーションの取り組みを整理する．そ
の上で，消費者の情報化という社会環境の
変化に対応している現状を踏まえ，今後普
及するであろう IoT 環境への戦略適応にお
ける課題を明らかにする．このことが本稿
の狙いである．
2.　既存研究
　
　南，西岡（2014）は，サービス ･ イノベー
ションを ｢サービスの業務プロセスを改革
することにより生産性を向上させること，
あるいはこれまでにない革新的なサービス
を創出すること｣ と定義している［6］. こ
こでは，ICT の普及とともにサービス ･ イ
ノベーションについて言及が行われている
が，主に企業内に焦点が向けられており，
経営環境とくに消費者がリアルタイムに関
わるという視点は希薄である．
　また，遠山，村田ほか（2015）におい
て遠山は，｢現在は，顧客をビジネス ･ プ
ロセスの客体であるかのように二分法的に
扱って，提供側だけでビジネス ･ プロセス
を構築して運用管理することが不可能にな
りつつある .（･･･ 中略 ･･･） ビジネス ･ プ
ロセスの消費者側の生活プロセスの一部と
の融合ともいえる．しかもこの局面は，企
業側にはコントロールできないビジネス ･
プロセスともいえる｣ と指摘している［7］．
　この指摘にあるように，社会の IoT 化が
進み消費者の情報化が進むにつれて企業の
外部環境を把握することで，企業側にコン
トロールできない要因をビジネス ･ プロセ
スに組み込むことが可能となる．特にイノ
ベーションは，技術だけが新しくなり社会
環境が変化していくのではなく，消費者の
生活環境までも含み大きく変わっていくも
のでもある．
　こうした消費者の生活環境が変わること
も踏まえた上で企業は戦略を検討しなけれ
ばならない．その一方で，遠山，村田ほか
（2015）の指摘にあるように ｢企業側にコ
ントロールできないビジネス ･ プロセス｣
である消費者の生活プロセスを把握し，取
り込むことは他社が真似したくても模倣で
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きない差別化要因となることは想像に難く
ない．
　金森（2017）は，消費者の情報化は，｢
消費者のリアルタイムな ｢時間的｣，｢空
間的｣ なニーズを企業が把握できる｣ と
指摘し，｢企業は，消費者の必要とするタ
イミングで財（商品 ･ サービス）を提供し
やすくなる｣ と論じ，｢企業のサービス ･
デリバリー ･ システム（Service Delivery 
System）を拡張し，消費者の環境要因（状
況）を自社の戦略に組み込むことで，コモ
ディティ化し，価格競争に至りやすくなっ
た財（商品 ･ サービス）であっても，他社
との差別化に寄与する｣と主張している（金
森（2017）［8］）．
　それゆえ，本稿では，近年取り組まれて
きている O2O やオムニチャネルをもとに
消費者を起点とし，リアルとネットの融合
を目指そうとしている事例について検討す
る．このことは，今後一層進展するであろ
う IoT 環境への戦略適応にむけての知見獲
得に貢献しうるものだと考えている．
3.　研究方法
　 本 稿 で は，Glaser,B.G.& Strauss,A.
L.（1967） の 提 唱 し た GTA（Grounded 
Theory Approach）をもとに理論形成，課
題発見を実施する［9］．
　GTA とは，質的研究法のひとつであり
インタビューや文献調査，観察調査などで
得られた質的なデータを特徴ごとに定量化
（コード化）し，それらの特徴を整理分類
することにより，それらの事例間の関係性
をもとにした新たな理論形成を行う方法論
のことである．GTA は，質的研究におい
て扱われる質的データを定量化し，理論化
するためにある程度の客観性を保つことが
できる．
　そこで本稿では，稲葉，抱井（2011）が
有効性を指摘しているように GTA に際
してテキストマイニングを実施している
［10］．これにより事例の定量化において筆
者の主観を取り除くことに配慮している．
　また，クラスター分析をおこなうことで
事例の整理分類にも極力，主観が入り込ま
ないよう配慮している．その後，それら事
例の特徴や関係性を検討したのちに本稿で
の含意の導出に努めている．
　具体的には，図表 1 に示されるような手
順をもって研究の遂行にあたっている．
図表 1　研究フロー（筆者作成）
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4.　事例収集とデータセットの構築
4.1　事例収集
　本稿で扱う事例は，現在進行形で進めら
れている事象であるため，企業の取り組み
内容が変わることや，企業の将来的な戦略
上重要な取り組みである場合インタビュー
調査を実施できたとしても公開することが
できない性質のものも多いため，質的デー
タを集めることは困難である．
　そのため，筆者は消費者の高度情報化が
進み始めた内容についてすでに公開された
新聞 ･ 雑誌 ･ 書籍 ･ インターネットの記事
を扱った．これらの記事は，各媒体の記者
の視点で記述がなされたものであるため，
事例研究にあたり筆者の主観を極力に入れ
にくくする効果があると検討している．
　記事の抽出の条件は，「2011 年から 2016
年」を対象とし ｢O2O｣ と ｢オムニチャネ
ル｣ という消費者の情報化に企業が対応し
たマーケティング戦略の用語を抽出用語の
キーとして利用した．これら O2O とオム
ニチャネルの戦略展開は，消費者を対象と
した流通業界で行われている．この 2 つの
用語は，異なるように見える．しかし，両
者の戦略キーワードの本質は，企業が消費
者との関係性を検討するにあたり，リアル
とネットを融合させた戦略を目指してお
り，同じ性質のものである．そのため，本
稿ではこの両者のキーワードを使用した．
　次に，ここで収集した事例データに対
してデータクリーニングを実施した結果
｢828 件｣ の事例データが利用可能である
ことが判明した．
4.2　データセットの構築
　4.1 の事例収集で収集したデータをもと
に，テキストマイニングを実施し，分析
に使用するデータセットの構築を行った．
分析には，IBM SPSS Text Analytics for 
Surveys v.4.0.1 を使用し，感性分析を行っ
た．
　感性分析（通称，ネガポジ分析）では，
肯定的（ポジティブ），否定的（ネガティブ）
な感情を言語的特徴から抽出できる．感性
分析を取り入れることにより，事例につい
ての分析者（記者）の評価を組み込むこと
が可能であると考えている．
　ここでは，｢戦略と技術｣ について検討
されている ｢名詞｣ や ｢動詞｣ , ｢固有名
詞｣ だけでなく記事に含まれる ｢ポジティ
ブ要因｣ と ｢ネガティブ要因｣ を抽出して
データセットを構築した．
　また，キーワードの出現頻度は，最低
10 件以上出現したキーワード 168 件を対
象としている（図表 2）．これらのキーワー
ドが事例に出現した場合 ｢1｣，出現してい
ない場合 ｢0｣ を割り当て，分析に使用す
るデータセットの構築を行った（図表 3）．
このデータセットは，事例 ID 一件につき
一つの事例と対応している．すなわち，各
事例ごとの特徴を定性データから定量デー
タへと変換しているのである．
　次節より，このデータセットをもとに事
例の整理分類を試み，理論的含意の導出を
試みる．
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5.　事例の整理分類
　ここでは，構築したデータセットをもと
に，統計解析ソフトウェアの R ver3.3.3 を
用いて Ward 法，Jaccard 係数を使用した
階層型クラスター分析を実施した．
　その結果，図表 4 に示されるようなデン
ドログラムを得られた．このデンドログラ
ム上の指標 3 を基準としてカットすること
で 5 つの事例カテゴリに分類した．
　上記，クラスター分析によって分類され
た 5 つのカテゴリは，抽出した特徴量をも
とに ｢①消費者間コミュニケーションの誘
発（248 件）｣，｢②消費者関与をもとにし
たサービス設計（156件）｣，｢③スマートフォ
ン + アプリによるマーケティング（143 件）
｣，｢④消費者接点となるチャネル整備（270
件）｣，｢⑤パーソナライズされたタッチポ
イント形成（11 件）｣ のようにカテゴリ名
を付与した（図表 5）．
　次に，分類した各事例の特徴を検討し，
企業の戦略形成に必要な知見の獲得を本稿
図表 2　抽出されたキーワードの一例（筆者作成）
図表 4　階層型クラスター分析の結果（筆者作成）
図表 3　構築したデータセットの一例（筆者作成） 図表 5　各事例カテゴリの件数（筆者作成）
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では試みた．
①　消費者間コミュニケーションの誘発
　このカテゴリは，店舗に消費者を誘導す
るためにクーポン出稿などを行う．それら
を通じて消費者が体験したことを消費者同
士のソーシャルメディア活用によって積極
的なコミュニケーションを誘発させること
を狙っているカテゴリである．とりわけ，
特徴的なことは，いかに消費者に ｢楽しさ
｣ や ｢嬉しさ｣ などを広めていくか，その
きっかけを企業が販売促進の戦略として提
供しているという特徴が見受けられた．
②　消費者関与をもとにしたサービス設計
　消費者自身の都合に合わせた ｢買い物｣
を実現できるように取り組まれている事例
カテゴリである．
　たとえば，財（商品 ･ サービス）を購入す
るにあたり，インターネット通信販売では，
商品を受け取るまでにタイムラグが発生す
る．また，自宅に不在であれば再配送のため
さらに受け取りに時間がかかる．そのため，
このカテゴリでは，商品在庫の検索や受けと
り店舗の指定などを消費者に自由に行わせ
ることで，消費者の時間的要因に伴うニーズ
の解消につとめている事例カテゴリである．
図表 6 ｢①消費者間コミュニケーションの誘発（248
件）｣ におけるキーワード出現率注 2（筆者作成）
図表 7 ｢②消費者関与をもとにしたサービス設計
（156 件）｣ におけるキーワード出現率注 3（筆者作成）
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③　スマートフォン + アプリによるマー
ケティング
　消費者個々人が肌身離さず利用している
スマートフォンに企業がアプリを提供する
ことで，集客，販売促進を進めていこうと
しているカテゴリである．
　アプリは，起動すると企業のルールの範
疇で消費者を正確に補足できるツールとな
る．それゆえ，来店時にアプリを起動する
ことでインセンティブを与えている．たと
えば店舗内 Wi-Fi 接続が無料，来店ポイン
トの取得，割引クーポンの取得などである．
　これにより，従来の POS システムによ
る取引時点だけのデータだけでなく，取引
前，取引後の高精度な情報を取得すること
が可能になる．その後それらのデータ分析
を実施，サービス品質の向上を狙っている
ものと検討できる．
④　消費者接点となるチャネル整備
　この事例カテゴリは，オムニチャネルと
いう用語が示すように消費者とのあらゆる
チャネルを構築することにフォーカスが当
てられている事例群である．
　オムニチャネルは，消費者のスマート
フォンの利用増加に伴い，リアルとネット
の融合による業種業態を超えた相乗効果を
狙ったものである．たとえば，インターネッ
ト通販の商品をコンビニエンスストアで受
け取ったり，スーパーで受け取ったり，も
しくは自宅に配送することができるチャネ
ルを構築するなどである．企業が消費者の
情報化に伴い，多様なチャネル構築を狙っ
たカテゴリである．
図表 9 ｢④消費者接点となるチャネル整備（270
件）｣ におけるキーワード出現率注 5（筆者作成）
図表 8 ｢③スマートフォン + アプリによるマーケティング
（143 件）｣ におけるキーワード出現率注 4（筆者作成）
112
商　　大　　論　　集
⑤　パーソナライズされたタッチポイント
形成
　タッチポイントとは，消費者と企業の接
点のことを言う．本稿で取得した事例カテ
ゴリにおいては，出現頻度は極めて少ない．
ただし，企業が消費者と接点として POS
（Point of Sales）システムや入退室管理に
扱うというものが含まれている．ここでは
NFC（Near Field  Communication）をは
じめとする近距離無線通信やデジタルサイ
ネージ，など技術的に消費者とのタッチポ
イント形成し，パーソナライズした情報提
供を目的としたカテゴリである．
6.　理論課題の導出
　今後，一層進展が見込まれるであろう
IoT 化は，リアルな世界とネットの世界の
融合を推し進めていく．そのため，本稿で
は，消費者が情報化することによってリア
ルとネットを融合させ，企業が対応してき
た O2O やオムニチャネルの取り組みをも
とに，その現状の整理を試みた．
　とりわけ，IoT は現状期待感も高い現象
である．そのため，O2O やオムニチャネ
ルが実務でブームとなり④消費者接点構築
へ期待されてきた時期と似ていることも否
めない．特に，消費者が情報化していきオ
ムニチャネルによる接点構築には成功した
ようにもみえた．しかし，オムニチャネル
による多様な買い物機会の提供が企業に
とって何をもたらすのかという視点が欠如
していたことも検討せねばならない．
　たとえば，消費者の利便性は高まり商品
が売れたとしても，企業に計上される売上
は 1 カ所である．そのため，商品を実際に
受け取る場所（例，コンビニエンスストア
など）では，保管にかかる費用，消費者へ
の接客，などの諸経費は発生するが，利益
が少なくなるという弊害も発生している．
それゆえ，昨今 IoT への取り組みがもたら
す技術的な点が強調されており期待感はあ
るものの，より経営システムに踏み込んだ
内容で戦略を検討しなければ，IoT による
企業の業務改善などは遠いものと思われる．
　その一方で，IoT は，モノからの状態を
リアルタイムに捕捉可能である．それゆ
え，消費者の現在の状況を時間的 ･ 空間的
に捕捉し，情報システムを制御しやすくな
る．②消費者関与をもとにしたサービス設
計，③スマートフォン + アプリによるマー
ケティング，⑤パーソナライズされたタッ
チポイント形成，の各事例カテゴリとの親
和性は極めて高いものと考えられる．
　特に IoT が進展すると消費者のニーズ
を捕捉するだけで無く，消費者の現在いる
空間などのコンテキストも把握しやすくな
図表 10 ｢⑤パーソナライズされたタッチポイント形
成（11 件）｣ におけるキーワード出現率注 6（筆者作成）
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る．これにより消費者の状況に合わせ，企
業がサービスを提供することは，さらに容
易となる．
　企業は，事前に消費者の情報を取得する
ことが可能ならば，高い精度で消費者につ
いての予測や準備ができる．また，近年で
はスマートフォンのアプリを介して多くの
情報システムを制御可能となっているもの
のそれらは専門的な知識は不要なほど簡素
化されている．そのため，消費者を企業か
らの財（商品 ･ サービス）を享受するため
に積極的に関与させていくことで，企業の
労働力削減も見込まれる．
　他方，消費者にとって待ち時間の削減と
いう時間的なニーズを満たすだけでなく，
企業からの財（商品 ･ サービス）を一緒に
創っているという感覚を提供することも戦
略には必要であろう．そのため，これらは
消費者にとっても貴重な体験をする機会も
みこまれ①消費者間コミュニケーションの
誘発，を行うための布石になることも充分
に考えられよう．
　しかしながら，図表 11 に示されるよう
に今回の分析では，企業のリアルについて
若干注目をしておくべきと考えている．な
ぜならば，O2O やオムニチャネルの戦略
展開は小売業，サービス業，物流業をはじ
めとする流通業に多く見受けられ，ヒトに
よるオペレーションに依存することが多い
からである．
　そのため，いくら消費者の情報化を取り
込むことに成功したとしても，サービス提
供のプロセスの段階で綻びが生じる．たと
えば，インターネット通信販売ならば，商
品を売る行為は自社で行うことは容易だ
が，商品の配送は物流業者に委託してしま
うなどがあげられる．つまり，自社単独で
はサービスが完結しない場合，他社との連
携が必要不可欠であり，よりリアルな企業
のオペレーションを促進するための ｢つな
ぎ｣ をつくることができるのかが，戦略上
の鍵になるものと思われる．
7.　おわりに
　本稿では，これまで企業が取り組んでき
た O2O やオムニチャネルの事例をもとに
整理検討することで，IoT 環境下において
消費者の情報化という社会環境を取り込み
ながら企業が変化対応するための課題につ
いて検討を試みてきた．
　しかし，ここで得られた知見は，多くの
企業が試みてきている戦略をたどるにとど
まり，業績などの成否は考慮されていない．
本稿で得られた知見をもとに，各企業の業
績評価を取り入れ，その成否を検討するこ
とは今後の課題である．
図表 11　各事例カテゴリの関係と知見の獲得
（筆者作成）
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（1 ）本稿は，2017 年 5 月 27 日に開催された第
58 回日本経営システム学会全国研究発表大会
（於：東京経済大学）にて口頭発表を行った
予稿原稿に加筆・修正を加えたものである．
　 　金森孝浩（2017）「IoT の進展と消費者の
情報化によるサービスイノベーションの質的
比較研究 - テキストマイニングをもとにした
戦略形成分析」『第 58 回日本経営システム学
会全国研究発表大会講演論文集』,pp.20-23
（2 ）紙面の都合上，本文中には ｢①消費者間コ
ミュニケーションの誘発（248 件）｣の事例デー
タ内に 20 パーセント以上のキーワードが出
現したものをグラフ上に掲載している．詳細
はページ最後部別添資料１である．
（3 ）紙面の都合上，本文中には ｢②消費者関与
をもとにしたサービス設計（156 件）｣ の事例
データ内に 20 パーセント以上のキーワード
が出現したものをグラフ上に掲載している．
詳細はページ最後部別添資料 2 である．
（4 ）紙面の都合上，本文中には ｢③スマートフォ
ン + アプリによるマーケティング（143 件）｣
の事例データ内に 20 パーセント以上のキー
ワードが出現したものをグラフ上に掲載して
いる．詳細はページ最後部別添資料 3 である．
（5 ）紙面の都合上，本文中には ｢④消費者接点
となるチャネル整備（270 件）｣ の事例データ
内に 20 パーセント以上のキーワードが出現
したものをグラフ上に掲載している．詳細は
ページ最後部別添資料 4 である．
（6 ）紙面の都合上，本文中には ｢⑤パーソナラ
イズされたタッチポイント形成（11 件）｣ の
事例データ内に20パーセント以上のキーワー
ドが出現したものをグラフ上に掲載してい
る．詳細はページ最後部別添資料 5 である .
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